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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 １　事務事業の見直し 

(1)事務事業の再編・整理

長期的視点のもと自主性・自立性の

高い健全な財政運営を図るため次の４

点を実施する。 

 

・既存事業の見直し 

・新規事業の検証 

・経常経費削減の徹底 

・業務の合理化の促進

 

 

 

 

◎ 

◎ 

◎ 

◎

 

 

 

 

◎ 

◎ 

◎ 

◎

 

 

 

 

◎ 

◎ 

◎ 

◎
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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 １　事務事業の見直し 

(2)業務の民間委託や指定管理者

制度の活用 

 

　行政よりも効果的、効率的な実施に

より目標が達成でき、かつ住民サービ

スの向上が見込まれる事務事業につい

ては民間委託を推進する。 

　加えて、施設維持管理経費の節減な

どを十分に考慮しながら、引き続き指

定管理者制度等の導入を検討する。

◎ ◎ ◎
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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 １　事務事業の見直し 

(3)地方公営企業の経営健全化

　公営企業の持続的・安定的な経営を

目指し、効率的に事業展開を図るた

め、水道事業経営戦略及び下水道事業

経営戦略、浜中町水道ビジョンに基づ

く事業展開を図る。また、災害に強い

上下水道システムを構築するため、公

営企業として更なる基盤強化を図り、

各事業の一層の自立性の強化と経営の

安定化に努める。 

◎ ◎ ◎



- 4 - 

実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 １　事務事業の見直し 

(4)地域等との連携、共創のまち

づくり

　地域課題に適切に対応するため、自

治会・町内会、ＮＰＯ法人など、関係

機関・団体と密接に連携を図った行政

運営を進める。 

 

本町のまちづくりを進めるにあたっ

ては、これまでと同様、町民と行政に

よる共創を基本とする。特に、町の最

上位計画である第６期総合計画をはじ

め、その他諸計画等の策定・推進にあ

たっては、積極的な町民参加をもと

に、時機に応じた行政施策の展開を図

る。 

・共創のまちづくりの体制づくり 

・町民参加の推進 

・町民分権の推進

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

◎

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

◎

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

◎
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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 １　事務事業の見直し 

(5)出先機関等の検証

茶内支所・浜中支所については、住

民の利便性の確保と施設の維持管理な

どについて検証を行う。 

また、各種証明書等のコンビニ交付

についても検討を行う。浜中支所につ

いては防犯上の観点も含め適正な人員

配置を考慮する。 

　保育所については、小学校区の配置

を視野に入れながら、保護者や地域と

の協議のもと、今後の適正配置を協議

検討する。

○ ○ ○
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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 １　事務事業の見直し 

(6)空校舎等の利活用

学校統合による空校舎については、

施設の安全性や利便性、更には補修を

含む維持管理コストを考慮し、本町の

まちづくりに向けた活用が図られるよ

う、利活用の手法を随時協議する。

◎ ◎ ◎
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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 １　事務事業の見直し 

(7)住民福祉への対応

高齢化の進展に伴い、生活に欠かせ

ないバス路線の維持は必要不可欠であ

ることから、町営バスの運行をはじめ

とする持続的な地域公共交通網の形成

を推し進める。 

◎ ◎ ◎
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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 ２　職員の定員管理及び人

事評価制度などの推進 

(1)職員の定員適正化 

(2)人事評価制度の実施 

(3)多様な人材の確保 

(4)職員の研修機会の充実

業務量に応じた適正な人員配置を行

い、新たな行政ニーズに的確に対応で

きる体制を維持するため、職員の定員

管理を推進するとともに、人事評価が

職員の業務遂行能力の向上と資質改善

に寄与するものとなるよう、処遇への

反映に関する研究を重ね、人事評価制

度の確立を図る。 

また、社会情勢の変化に的確に対応

する行政運営が求められることから、

能力のある多様な人材の確保や多様な

研修機会の提供を図り、政策形成能力

や創造的能力、法務能力等の向上に努

め、地方自治の新時代を担い得る適切

な人材育成に努める。 

・組織機構の合理化の検討 

・必要最低限の職員数確保や職員の業

務遂行能力の向上、資質改善 

・民間経験者等、多様な人材の確保 

・実務研修や自己啓発研修の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

 

◎ 

◎

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

 

◎ 

◎

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

 

◎ 

◎
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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 ３　電子自治体の推進 　住民サービスの向上のための電子自

治体の推進については、北海道自治体

情報システム協議会及び北海道電子自

治体運営協議会（ＨＡＲＰ協議会）等

との連携のもと、計画的な事務事業の

システム化、ネットワーク化、行政手

続きのオンライン化、共同アウトソー

シング等の推進を図り、窓口のデジタ

ル化を検討する。また、住民基本台帳

ネットワークシステム、公的個人認証

サービス、総合行政ネットワークシス

テムなどの利活用に積極的に取り組

む。 

◎ ◎ ◎
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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 ４　自主性・自立性の高い

財政運営の確保 

(1)財政の健全化 

(2)補助金の整理・合理化 

(3)投資的経費の見直し 

(4)公共工事のコスト削減等 

(5)公共施設の設置及び管理運営 

　限られた財源を有効に活用し、新た

な行政ニーズに的確に対応していくた

め、行政関与の必要性、受益と負担の

公平性の確保、行政効率、効果等を十

分に検討する。 

　その上で経常経費等の縮減、事務事

業の見直しを行いながら、健全な財政

運営に努める。 

 

・自主財源の確保の取り組み 

・税外収入の確保 

・適正な補助金の執行 

・公共事業の投資的経費の精査 

・公共工事の情報公開等による適正化 

・公共施設の建設等の検討及び計画的

な維持管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎
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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 ５　行政ニーズへの迅速か

つ的確な対応を可能とす

る組織 

(1)効率的な行政システムの構築 

(2)簡素で迅速に対応できる組織

体制の確立 

(3)職員の業務執行能力の向上 

　限られた人材で住民ニーズに対応す

るためには、職員個々の職務と職責が

明確化され、意思形成過程が住民にわ

かりやすい簡素で効率的な組織を形成

しなければならないことから、効率

的、機動的な組織機構を目指し、引き

続き抜本的な見直しを図る。 

 

・事務事業等の再編・統合 

・臨機応変に対応できる組織体制の構

築 

・職員の政策形成能力及び自治能力の

向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

 

◎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

 

◎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

 

◎ 
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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 ６　公正の確保と透明性の

向上 

(1)より開かれた行政の推進 

　町民にとって信頼かつ透明性のある

開かれた行政を推進するにあたり、適

切な広報活動による情報発信、公正な

情報公開を推進する。 

　また、重要施策等を展開する場合な

どにおいては、町民と行政とが意見交

換する機会を設け、情報共有できる環

境づくりを進める。 

　自治会・町内会等から寄せられる地

域要望については、常時受け入れる体

制のもと部署間での連携を図り、適切

な対応に努める。

◎ ◎ ◎
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実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎実施時期　　○計画検討時期 

 
重点項目 方策の概要

実施期間
備考

 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 ７　災害に強いまちづくり

の推進

人命を最優先とする危機管理体制を

確立し、津波避難施設の整備など、効

果的な事業展開を図るとともに、被災

後も行政サービスを速やかに提供する

体制づくりに取り組むことにより、よ

り一層災害に強いまちづくりを推進す

る。 

・危機管理体制の確率、関係機関等と

の連携強化 

・効果的なハード事業の展開 

・ＢＣＰの実効性の向上 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

 

◎ 

◎

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

 

◎ 

◎

 

 

 

 

 

 

 

◎ 

 

◎ 

◎


